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１．はじめに
子どもに関与する者に不可欠とされる子どもの最善の利益の保障とは、
子どもに最善の児童文化財を提供することと同義であるといってよいであ
ろう。かつてフレーベル（Friedrich Wilhelm August Fröbel：1782－1852）
が子どもの遊びを豊かにするものとして教育遊具「恩物（Gabe）」を考案
したように、遊ぶ権利を持つ子どもを尊重しようとするならば、子どもに
とって最善の児童文化財をめぐる考察が不可避的である。
近年、児童文化財に潜在するジェンダー・バイアスの問題や、児童文化
財を通した多文化理解のあり方が検討されつつあるように、児童文化財と
子どもの価値形成の関係性について論議されるようになっている。換言す
れば、その使用を通して誤った価値形成に導かれ、子どもたちの精神の自
由が侵害されるような児童文化財の提供は避けられなければならないので
ある。また、商品化されている児童文化財の中には、採算性の有無が商品
の価値を左右するため、子どもに束の間の享楽を提供するような彼らに迎
合的な商品や、粗悪で有害な素材及び審美的とはいえないデザインや色彩
等により、身体的及び精神的に子どもに害悪をもたらすもの等が散見され
る。さらに、子どものための児童文化財が、児童労働者の介在によって商
子どもの「自由」を保障する
児童文化財の制作について
―児童文化財と子どもの権利の交差性―
有　馬　知江美１
17
１白鷗大学教育学部
e-mail：arima@fc.hakuoh.ac.jp
白鷗大学教育学部論集
2018，12（1），17－33
原著論文
品化されているというような自己矛盾を孕んだ問題を内包している事例も
ある。なお、こうした不適切な児童文化財を通した遊びを子どもたちのう
ちに黙認することは、子どもの遊び自体を侵害することと同義である。
子どもを遊ぶ権利を持つ自由な主体であると捉えるならば、彼らが使用
する児童文化財が彼らの身体的かつ精神的な自由を保障するものでなけれ
ばならないのである。こうした観点に立ちながら、既存の児童文化財の是
非を問うことが不可欠である一方、児童文化財の制作において、上記の点
がどのように留意されているのかを考察することも重要である。そこで、
本稿では、子どもにとって最善の児童文化財のあり方を考察していく端緒
を得るために、現代の児童文化財の制作において子どもの権利をどのよう
に捉えようとしているのかを考察することを目的とする。
２．子どもの権利保障をめぐる松葉重庸の児童文化論
子どもにとって最善の児童文化財をめぐり、すでに松葉重庸は1968（昭
和43）年の著作『児童文化』１において次のように論考している。
児童文化の語は「昭和７、８年頃から12、3年頃にかけて、児童文化財
の氾濫時代に一部少数の研究グループの間から唱え始められ、漸く一般用
語化して来たのであるが、今日に至るもその語義を判然とし得ない」２と指
摘されている。彼によれば、児童文化は、子どもに与えられる文化財のみ
ならず、子ども自身による創作や、それらに関する施設や組織をも含んだ
広範囲にわたるものである。つまり、この語には、「子どもの衣食住全般
の生活内容を対象とする考え方と子どもの芸術活動のみを対象にする狭義
の考え方」があり、また、「子どもの創造活動に主眼をおく考え方と子ど
もに恵与する面のみを主眼とする考え方」３がみられるというのである。
こうした児童文化観に基づきながら、彼は児童文化の本質を、「児童文
化はその語義に基き、あくまでも作り出すもの」としての創造性と主体
性、「児童文化のねらうもの（なんのために児童文化があるのか）は、あ
くまでも子どもの生活を豊かにすること」であるという観点からの文化性
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と生活性、「すべての子どもたちのためにある」との社会性と欲求性、児
童文化の生まれ方に関する「児童文化財の大量生産」と「だれでもがたや
すく作り出せ、だれでもがたのしめること」における大量性と娯楽性、「子
ども一般にむかって激発的に恵与されるもの」としての激発性と自由性を
挙げている４。
なお、児童文化財とは、具体的には「児童読物、（絵本、漫画を含む）
童画、児童映画、幻灯、児童演劇、紙芝居、人形芝居、児童音楽、口演童
話、レコード、ラジオ、テレビ、児童舞踊、玩具、手工芸、工作、児童会
館、児童合唱、児童図書館、動植物園、博物館、子ども会、子どもクラ
ブ、少年団、日曜学校、児童遊園など」であり、「児童文化なることばは、
これらの児童文化財を総括して、抽象的に呼称されることば」５である。
ここから、児童文化財とは、既述の児童文化の本質を具現化したものと捉
えることができる。
松葉は同書において、子どもの権利擁護の観点から児童文化運動の流れ
を論じているが、文化の担い手としてのすべての子どもが主体的に楽しむ
ことができ、その生活を豊かにしうるものとして、子ども時代に不可欠な
児童文化財の意義が50年ほど前にすでに論じられていることは興味深い
のである。
さて、子どもの権利と児童文化財の関連性について啓蒙的に論じられて
いる同書においては、児童文化財を商品化する企業の意識という視点は包
含されていない。今日、児童文化財を制作する主体としては、保護者、保
育者及び教師、企業、子ども自身等を主に挙げることができるが、子ども
に対する児童文化財の影響力の大きさを鑑みた場合、企業による社会的責
任（CSR）が大きいことは否めない。したがって、企業による子どもの権
利保障について考察することは、子どもにとっての最善の児童文化財の制
作のあり方を探究するにあたり不可欠である。そこで、次章では、企業と
子どもの権利についての関係性に関する今日的動向を「子どもの権利とビ
ジネス原則（Children's Rights and Business Principles）」に依拠しつつ概
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観することとする。
３．「子どもの権利とビジネス原則」
「子どもの権利を尊重し推進するための企業の行動を提示する」こ
とを目的として、ユニセフ（UNICEF）、国連グローバル・コンパクト
（UNGC）、セーブ・ザ・チルドレン（Save the Children）の３団体は、
2012年に企業と子どもの人権に特化した初の枠組みである「子どもの権
利とビジネス原則」を策定した６。同原則は、企業が子どもの権利を意識
的に捉え、「ビジネスが子どもの人権に与えうる様々な影響に着目し、負
の影響を与えないという側面のみならず、本業等を通じて積極的に子ども
の人権を促進するという側面についての方策も提示するもの」７であり、
営利的組織である企業が子どもの人権に着目し、子どもの様々な権利を尊
重するために策定されたものである。
なお、子どもの基本的人権を国際的に保障するために1989年に採択さ
れた「児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）」等で「子どもの生存、
発達、保護、参加という包括的な権利を実現・確保するために必要となる
具体的な事項」を規定しているように、従来、政府のレベルで子どもの権
利のあり方について問うてきた経緯を見ることができる８。こうした経緯
を踏まえた上で、企業もまた社会的責任において子どもたちに及ぼす様々
な影響について問う必然性を見出し、それが「子どもの権利とビジネス原
則」として結実したのである９。その前提には、2011年に国連人権理事会
決議で承認され、企業が考えるべき人権への取組に関する、「ビジネスと
人権に関する指導原則：国際連合『保護、尊重及び救済』枠組実施のため
に」がある。つまり、企業と人権の関連について問われるようになった延
長線上に、ようやく、子どもの権利とビジネスの関連性が俎上に載せられ
たと解釈することができるのである。換言すれば、企業が社会で果たす役
割の大きさに照らした場合、子どもの権利のあり方を真摯に問い始めるの
に「児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）」の採択以降、20年も
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の長い年月を要してしまったという感は否めない。すなわち、「企業に雇
用され、あるいは影響を受けている子どもたちは、表に出ない存在である
場合が多い。サプライチェーンにおいて違法な就労をさせられる子どもた
ち、企業の敷地内やその近くにいる子どもたち、従業員の宿舎で家内労働
に従事させられる子どもたち、工場製品にさらされる子どもたち、警察等
に逮捕・拘留される子どもたち、また親の移民労働のために家に取り残さ
れる子どもたちなどはその典型的な例である」10との言及が「子どもの権
利とビジネス原則」にもみられるように、かつての企業は子どもの問題を
めぐる負の側面を看過していたとさえいってよいのである。
ところで、子どもに対する企業の責任が問われる場合、従来は児童労働
の予防ないしその撤廃についての認識が主要であった。しかしながら「子
どもの権利とビジネス原則」ではそれにとどまらず、企業が子どもに及ぼ
す影響の多様性にも目を向けることが要請されている。つまり、「企業の
製品やサービス、マーケティング手法や販売慣行といった事業全般による
影響、また、企業と国・地方政府との関係や地域社会への投資を通じての
影響」11への注視も不可欠であることが示唆されていることは興味深い。
ただし、この視点は、児童労働問題を軽視する立場からのものではなく、
実は、喫緊の課題である児童労働問題の課題解決の方策を包含しているこ
とに留意したいのである。すなわち、依然として子どもを労働者として位
置付けることを躊躇しようとしない諸企業の子ども観を是正するために
は、一見すると児童労働の問題から乖離していると思われる事柄の検討が
本質的に求められているということである。「子どもの権利とビジネス原
則」を総合的に検討することにより、企業が意識化してこなかった新たな
子ども観の構築がもたらされるのである。したがって、幾分遠回りとはい
え、「子どもの権利とビジネス原則」を検討することを通して、子どもの
権利保障のあり方を本質的に捉え、そのことが児童労働の抑制の促進とな
るといっても過言ではないのである。児童労働問題に集約せずに、子ども
の権利を多角的に捉えることが、子どもの生きる権利、遊ぶ権利、学ぶ権
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利の有機的な関連性を企業に意識させ、諸権利の保障を企業が全体的に捉
える契機となるといってよいであろう。
なお、その前提としては、子どもを次のように捉える立場が求められ
る。まずは、「子どもたちが社会で最も取り残されやすく、脆弱な立場に
あることは、彼らが公の場での発言権をもたないことからも明らかであ
る」12と述べられるように、子どもたちの社会的立場をめぐる脆弱性への
理解である。これに関して、いみじくも元国連事務総長特別代表である
ジョン・ラギー（John Gerard Ruggie：1944－）が、「子どもは、社会で
最も疎外され、脆弱な立場に置かれやすい存在であり、企業の活動や事
業、取引関係によって不相応に、深刻に、また永続的に影響されうる」13
と述べる通りである。こうした子どもの脆弱性をいかに克服するかという
視点が第一義的に不可欠である。
また一方では、子どもたちに強靭な意見表明力と社会貢献力が潜在して
いることを「子どもの権利とビジネス原則」は提示している。すなわち、
「地域社会の意思決定において、例えそれが学校や遊び場についての計画
など子どもに直接影響する問題であろうと、子どもたちが発言の機会を与
えられたり意見を求められたりすることはほとんどない。しかし参加の機
会を与えられさえすれば、子どもたちは重要な新たな視点を提供し、貴重
な貢献ができることが明らかになっている」14という子どもの姿である。
これに関して、「子どもの権利とビジネス原則」の策定にあたり、2011年
６〜８月から、ユニセフ、セーブ・ザ・チルドレン、プラン・インターナ
ショナルがその他のパートナーと共に、９カ国（ブラジル、アルゼンチ
ン、フィリピン、ザンビア、バングラデシュ、エチオピア、セネガル、パ
ラグアイとペルー）で、７歳から17歳の400人以上の子どもたちと共に同
原則の草案を検討し、企業が彼らの生活、家族や地域社会にどのような影
響を与えているかについて子どもたちによる意見表明の機会を作ったので
ある15。「子どもの権利とビジネス原則」の策定に子どもたちが参画した
のであり、子どもの権利を子ども自らが考察したことが知られている。こ
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こに、子どもの強靭な意見表明力をいかに企業活動において尊重するかが
問われている。
企業はこうした子どもをめぐる両義的側面を捉えながら子どもを見据
え、子どもの権利保障について考えていくことが要請されるのである。
ところで、「子どもの問題に取り組むことは、安定的、包摂的で持続性
の高いビジネス環境のために不可欠な、強靭で教育水準の高い社会の構築
を支えることになる」16と「子どもの権利とビジネス原則」において述べ
られているように、従来政府レベルで捉えてきた子どもの権利を、営利組
織である企業を含めて社会全体で問うことは、子どもたちに提供する文化
を全体的に高めていくことにつながる。こうした観点から、非営利的な場
である家庭や保育・教育現場等もまた、「子どもの権利とビジネス原則」
を参照することが要請されるのである。
常に子どもを対象とする保育・教育現場等では、子どもの最善の利益の
保障を職責の内に捉えようとする立場に基づき、子どもの権利の尊重の重
要性が自明視されている。したがって、子どもの権利保障をめぐる企業の
意識は後発のものであるという理解が生じ、保育・教育現場は「子どもの
権利とビジネス原則」に依拠する必然性はないという見解が生じることが
予想される。しかしながら、具体的な原則が示されている「子どもの権利
とビジネス原則」には、あらゆる企業が共有すべき子どもの権利をめぐる
客観性を見出すことができる。一方、保育・教育現場は子どもとの多様な
関係性の蓄積の上で、経験知として子どもの権利保障のあり方を問うてき
たという側面を持つ。保育・教育現場が自明視している子どもの権利保障
のあり方には、幾分偏向性が認められる場合があるといっても過言ではな
いのである。それ故に、保育・教育現場が子どもの権利をめぐる諸事項を
反省的に問おうとするならば、その契機を「子どもの権利とビジネス原則」
に見出す必要性があると思われる。
そこで次に、「子どもの権利とビジネス原則」で示されている10の原則
を参照しながら、児童文化財を扱う企業による子どもの権利保障の様態を
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概観し、児童文化財制作に要請される子どもの権利保障の視点を考察する
こととする。
４．玩具企業の製品企画で問われる子どもの権利
（１）子どもの権利をめぐる企業活動：TOP-TOYの事例
「子どもの権利とビジネス原則」は、子どもの権利を尊重するために、
すべての企業がとるべき推奨される方策を10の原則として示すものであ
る。企業活動全般にこの10の原則が通底するのであるが具体的には以下
の通りである。
すなわち、「子どもの権利を尊重する責任を果たし、子どもの権利の推
進にコミットする」、「すべての企業活動および取引関係において児童労働
の撤廃に寄与する」、「若年労働者、子どもの親や世話をする人々に働きが
いのある人間らしい仕事を提供する」、「すべての企業活動および施設等に
おいて、子どもの保護と安全を確保する」、「製品とサービスの安全性を確
保し、それらを通じて子どもの権利を推進するよう努める」、「子どもの権
利を尊重し、推進するようなマーケティングや広告活動を行う」、「環境と
の関係および土地の取得・利用において、子どもの権利を尊重し、推進す
る」、「安全対策において、子どもの権利を尊重し、推進する」、「緊急事態
により影響を受けた子どもの保護を支援する」、「子どもの権利の保護と実
現に向けた地域社会や政府の取り組みを補強する」17である。
本稿で問う子どもの最善の利益を保障する児童文化財のあり方を探究す
るためには、企業が上記の視点を包含しながら企業活動全般において子ど
もの遊ぶ権利をどのように捉え、製品を制作しようとしているかを考察し
なければならない。
ここで、持続可能な課題として子どもの人権への高い関心を示してお
り、具体的に行動化している一企業を概観することとする。本稿では、北
欧市場で最大の玩具小売企業であるTOP-TOYに依拠することとする。
TOP-TOYは現在、デンマークに本社を持つ玩具小売企業として知られ
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るが、1953年にデンマークの町ロスキレ（Roskilde）で、創業者である
Børge Rasmussenが、新聞、雑誌、文房具を販売したことを起源としてい
る。当初は、クリスマスの時期のみ玩具を扱っていたのであり、玩具専
門店ではなかった。その後、創業者の息子Henrik Gjrupが米国旅行時に触
発された小売チェーンの業態への関心から、1963年に玩具のチェーン店
を展開するようになったといわれている18。1980年には自社製品の販売を
行うことになり、卸売り業から小売業への業種転換がなされた。また、
1990年にはTOP-TOYという現在の社名に変更され今日に至っている。
こうして、当初は卸売業であった同社が自社製品を世界各所で販売する
に至る過程において、子どもの人権への取り組みの重要性が認識されるよ
うになった。具体的には2010年に持続可能性への継続的な取り組みの一
環として、国連グローバル・コンパクトのメンバーになり、人権と労働権
や環境等に関する問題への支援として具現化された。さらに、その製品や
販売活動において子どもの人権への配慮がなされるようになり、2014年
にセーブ・ザ・チルドレンに関与し、今日では子どもの人権に配慮した児
童文化財の制作を積極的に行う企業として知られている。
なお、同社の年報19における“THE CHILDREN WHO PLAY WITH 
OUR PRODUCTS”では、子どもに対する次のような配慮事項が示されて
いる。一例として、「倫理的製品提供」を挙げることができる。同社では、
子どもがターゲット・グループであることを強く意識する立場から、「倫
理的な製品の提供とマーケティングを確実にする責任」が自覚的に行動化
されている。具体的には、製品や広告等において、不適切な情報を発信し
たり、子どもに感情的または物理的な害を引き起こしたりすることがない
ようにという配慮から、不適切な製品を明確に定義しようと、2015年に
同社の倫理的製品提供ポリシーが策定された。
たとえば、タバコやアルコールの使用を子どもたちに促すことのないよ
うに、玩具製品の提供において十分配慮するという方針である。サッカー
のトレーディングカードやモデル車両等、タバコやアルコールに関連する
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ロゴを示さないようにするという配慮がなされている。一方、武器を模し
た玩具の提供を抑制するという配慮もみられる。現代の戦争、テロ、スト
リート犯罪等を連想させるような武器の玩具を提供しないというものであ
る。しかしながら、勧善懲悪というテーマに関心を持つ子どもたちの存在
は否定できないため、カウボーイガン等の武器の玩具をロールプレイング
用に提供することは厭わない。武器の本来的な使用目的に照らしながら、
武器の玩具化の是非を判断しているのである。
また、子どもが直接触れて遊ぶ製品のみならず、「責任のあるマーケ
ティング」の観点から、マーケティングのあり方にも留意している。マー
ケティング・コミュニケーションは子どもの行動に影響を与える可能性が
あることを認識する立場から、同社では安全で包括的かつ活発な遊びを促
進するための責任のあるマーケティングに関する方針を策定している。た
とえば、玩具使用の安全性に関する取り組みとしては、自転車、スケート
ボード、ローラースケート等の製品に安全装置をつけており、これらの製
品の宣伝時にもそれが明らかになるように配慮するのである。さらに、製
品機能の正しい印象を子どもに伝える努力も怠らない。子どもたちが製品
購入後、実物の使用において失望することがないようにという配慮から、
製品の特徴を彼らに予め正しく伝える宣伝方法をとっている。
以上のように、同社では、子どもを遊ぶ権利を持つ主体として捉え、彼
らのよりよい遊びを保障するために不可欠である安全性や遊びの持続可能
性を尊重しながら玩具を制作していることが知られるのである。
（２） 子どもの遊ぶ権利に配慮した製品企画：ユニバーサルデザインの７
原則
さて、既述の「子どもの権利とビジネス原則」は、企業活動全般におけ
る子どもの権利保障のあり方を考察する視点である。すなわち、企業活動
を構成する、購買活動、生産活動、人事活動、財務活動並びに販売活動の
５つの活動全般に通底するものである。
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本稿で問う、児童文化財の制作における子どもの権利保障のあり方を考
察するためには、上記の企業活動の一つである販売活動の一環として、製
品企画時の配慮がなされなければならない。本稿では、その際に不可欠で
ある「ユニバーサルデザインの７原則」に依拠することとする。
ロン・メイス（Ron Mace:1941-1998）は製品開発等において「できるだ
け多くの人が利用できるように、製品、建物、空間をデザインすること」
を示した「ユニバーサルデザインの７原則」を提示した。同原則は、児童
文化財のみならず、あらゆる製品開発やサービスにおいて留意されなけれ
ばならない視点であるが、今日では我が国の企業にも周知されている。こ
こでは、玩具企業の株式会社バンダイの事例を概観してみたい20。
バンダイでは、「だれもが公平に使えること」、「使うときの自由度が高
いこと」、「使い方が簡単で分かりやすいこと」、「必要な情報がすぐに分か
ること」、「もし、まちがって使っても大きな危険につながらないこと」、
「からだへの負担が少なく、弱い力でも使えること」、「使いやすい大きさ
やスペースがあること」の「ユニバーサルデザインの７原則」に照らしな
がら、「おもちゃ本体のユニバーサルデザイン」、「パッケージのユニバー
サルデザイン」、「取扱い説明書のユニバーサルデザイン」に配慮し、製品
企画を行っている。
なお、「ユニバーサルデザインの７原則」は、「児童の権利に関する条約
（子どもの権利条約）」が子どもに不可欠とする、生存、発達、保護、参加
の４つの権利に重なるものであることにも注目したい。遊ぶ主体である子
どもたちが、遊びの持つ自由感を最大限発揮しながら、楽しく遊び続ける
ことができるような安全性、それを踏まえて、遊びを共有する子どもたち
の属性がいかなるものであっても、皆がその玩具を躊躇なく使用しうると
いう公平性、また、子どもの想像力に基づきながら豊かに広がる遊びの持
続可能性を保障しうるような製品企画を同原則は促すのである。
上記を具現化したものの一つに「共遊玩具」がある。近年、しょうがい
の有無にかかわらず、あらゆる子どもが共に楽しく遊ぶことができ、さら
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に、保護者のしょうがいの有無を問わず、遊びに関与する者すべてに扱い
やすい多様な工夫を伴った玩具である。たとえば、耳の不自由な子どもが
友だちと一緒に楽しく遊べるように音と同時に光、振動、動き、文字、絵
等の他の情報をも付随させたり、玩具が出す鳴き声等を言語化してパッ
ケージや取扱説明書に表示したりするという配慮である21。
遊びの楽しさが一部の者にのみ占有されるということがないようにとの
配慮が、児童文化財の制作においても意識されなければならないというこ
とを「共遊玩具」の理念のうちに学ぶことができる。そこに集う子どもた
ちが、その属性に依らずに誰もが共に楽しむことのできる「共遊玩具」の
制作の方法論は、多様な子どもたちによって構成される集団保育をなす保
育現場で特に認識される必要があるだろう。さらに、こうした「共遊玩具」
の制作の方法論は、保育者や保護者のみならず、子どもたちにも伝達され
ることが望ましい。「共遊玩具」に込められた制作上の配慮を子どもたち
が知ることによって、自分を取り巻く多様な他者の存在や他者に関与する
際の配慮のあり方に気づく契機を彼らにもたらすことができるのである。
そのことは、玩具使用を越えて、自分を取り巻く他者との日常的な関係性
のあり方の変革をももたらすことが予想されるのである。
５．児童文化財の制作に不可欠な子どもの自己決定権
さて、既述の松葉重庸は「子どもたちがほしくてほしくてならないもの」
としての「子どもたちのための児童文化財」22と「作りたくて作りたくて
作り出したもの」としての「子どもたちの児童文化財」という児童文化財
の両義性を示している。ここには、児童文化財の制作者に関する両義性を
読み取ることができる。大人によって制作された児童文化財を通して遊び
の楽しさを子どもたちが享受することも重要であるが、一方では、子ども
たちが自らの遊びに不可欠な児童文化財を制作する主体となり、遊びの豊
かさを自ら深化させうるような遊びの自己決定権を獲得することも重要で
ある。
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大人が制作した児童文化財を使用して遊ぶ場合、子どもと制作者には、
児童文化財をめぐり非交差性が認められる。たとえば、制作者が児童文化
財に教育的価値を含有させようとすればするほど、そこに子どもの関心が
示されないというような事例が散見されるのである。これに対して、自ら
の遊びに不可欠な児童文化財の制作に子どもが関与するならば、子どもの
遊びは児童文化財を通して満足を得られるのである。すなわち、児童文化
財の制作に子どもが関与することが、彼らの遊び込む力を育成する契機を
もたらすのである。したがって、子どもが遊びを主体的に展開することが
できる児童文化財を自分自身で制作する機会を保育・教育活動において彼
らに提供することが不可欠である。
こうした機会の提供はたとえば、保育活動における領域「表現」に委ね
られる。その内容としては、子どもたちがまず作品を制作し、その後、制
作品で遊ぶという一連の保育活動が設定されることが多い。また、その際
の保育活動のねらいとしては、内的な表現衝動を外化するにあたり、審美
性を獲得したり、巧緻性を高めたりする等があげられ、手工の技術力を含
めた総合的な表現力を向上させることに主眼が置かれている。
さらに、こうしたねらいに留まらず、むしろこの領域では子どもの自己
決定権を行使する力を彼らに育成することを目的としていると捉えたいの
である。繰り返しになるが、子どもたちが自らの自由を外化する遊びを豊
かにするものが児童文化財である。遊びに即した形や素材及び機能を併せ
持つ児童文化財を自分で制作することを通して、遊びの自由は保障されて
いく。ここに子どもの遊びと児童文化財がようやく交差し、その遊びは何
ものにも呪縛されない自己決定に基づいたものになるのである。したがっ
て、保育活動における領域「表現」にて制作が位置づけられるのは、子ど
もが自らの自由との関連において、自分の自由を保障する自己決定の力を
育成することを目的としているといっても過言ではないのである。なお、
そうした力の育成を通して、やがて子どもたちは自分の遊びを自らの手で
豊かにしていくことの自由を感得し、後年、自由な主体として広く文化形
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成に関与していくことのできる文化の担い手となるのである。
こうした考え方に基づいた場合、領域「表現」における制作では、子ど
もが自分で遊びたいと思うものを自ら試行錯誤しながら、いつでも自由に
制作できるような巧緻性や表現力、素材選択に関する判断力等の育成が求
められる。そのため、しばしば散見されるように、設定保育において同一
の主題に基づいて一律の素材と手順により作品を制作させる保育に留まら
ず、むしろ自分が遊びたいものを各々が制作しうるという探究の時間が必
要であり、保育者には個々の子どもの制作力に対応しうる指導力が求めら
れるのである。
たとえ大人からみて稚拙であったとしても、自らが遊んでみたいと思う
児童文化財を制作することは、子どもにとって遊びの連続性を保障するも
のである。また、子どもによって制作された児童文化財に大人が着想を得
て、それを再構築して改めて子どもたちに児童文化財を提供することもで
きる。こうした点において、児童文化財の制作の主体を子どもにも認め、
子どもが自ら遊びたいものを制作することができる自己決定権を可能な限
り発揮しうる、幼児期からの子どもの手工の機会の必要性を感じるのであ
る。
６．むすびにかえて
元来、子どもの遊びは彼らの内的自由を外化しているものであり、子ど
もの遊ぶ権利の保障とは、子どもの自由を保障することと言い換えること
ができる。それ故に、遊びにおいて求められる児童文化財も子どもの自由
を保障しうるものでなくてはならないことを本稿における随所で確認して
きた。その際、本質的には、子どもが意のままに児童文化財を制作しうる
力の育成が求められていることにも言及した。いずれにしても、子どもの
最善の利益を保障しうる児童文化財の制作のあり方は今後さらに検討が要
されることに相違ない。
さて、子どもたちは児童文化財の使用を通して多様な価値に触れること
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になる。それらは幼児期特有の感性によって身体化されるが故に、一度身
体化された価値はその後の人間形成において是正されにくいという危険性
を併せ持っていることを最後に付言しておきたい。
保育者は子ども理解に照らしながら、自分に現前する子どもたちに適切
と思われる児童文化財を制作する立場にあるが、仮に保育者が偏向的な子
ども観及び保育観を携えている場合、制作された児童文化財にそれらが潜
在してしまうという危険性を否定することはできない。また、保育現場に
おいては、子どもたちは同一の児童文化財を複数の他者と共有することと
なるが、仮に不適切な児童文化財を共有することになった場合には、その
使用を通して悪しき文化が園内に形成されることが避けられないことにも
留意したい。
価値多様化の社会において、子どもの価値形成のあり方の論議はきわめ
て重要である。したがって、子どもの価値形成という観点からの児童文化
財の制作についての具体的論議を今後の課題としたいのである。子ども理
解に努めようとし、また、子どもの発達を促すことに専心しようとする保
育者でありながらも、歪曲化された価値観を内在させた児童文化財の提供
について無頓着である事例が散見される。また、それが子どもの自由な遊
びの権利の侵害を意味するものであることについて無自覚であることも多
いと思われる。かつて戦前の我が国において、「ひたすら戦意昂揚を指導
性とする児童文化運動」23ともいうべき動向が見られ、我が国の幼稚園教
育の模範的存在であったといえる東京女子高等師範学校附属幼稚園でも、
「陸軍省が人形芝居に力を入れて、幼兒時代から愛國的精神を吹き込む様
に力を入れ」24るようになったことを否定的に捉えない時代がみられた。
幼児が児童文化財として触れる人形芝居がプロパガンダとしての機能を発
揮することが否定されなかったのである。こうした前時代的遺産とも捉え
うる様態は、現代社会においてもなお同様であるかもしれない。保育学は
後発の学問であり、また、情緒的な言表に留まりやすいという、ある意味
では主観的かつ偏向的視点が生じやすい分野であるが、広く企業の動向等
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にも視点を向けながら25異分野にも依拠する視点を携えることが、今後の
保育者の専門性を論じる上でも不可欠であることを付言しておきたいので
ある。
１ 松葉重庸『児童文化』白眉学芸社　昭和43年。
２ 同書　15頁。
３ 同書　17頁。
４ 同書　17頁以下。
５ 同書　16頁。
６ 「子どもの権利とビジネス原則」の承認後、我が国では2014年にセーブ・ザ・チルド
レン・ジャパン、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン、公益財団法人
日本ユニセフ協会がこれらの原則を国内で発表した。
７ グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンHP。http://www.ungcjn.org/
activities/topics/detail.php?id=123
８ 公益財団法人日本ユニセフ協会HP。https://www.unicef.or.jp/about_unicef/about_rig.
html
９ 公益財団法人日本ユニセフ協会HP。「子どもの権利とビジネス原則（Children's Rights 
and Business Principles）」https://www.unicef.or.jp/csr/principle/ ２－３頁。
10 同上　３頁。
11 同上　３頁。
12 同上　２頁。
13 公益財団法人日本ユニセフ協会HP。https://www.unicef.or.jp/csr/pdf/crbp_positioning.pdf
14 前掲「子どもの権利とビジネス原則（Children's Rights and Business Principles）」　２頁。
15 公益財団法人日本ユニセフ協会HP。https://www.unicef.or.jp/csr/principle/principle01.
html
16 前掲「子どもの権利とビジネス原則（Children's Rights and Business Principles）」２頁。
この箇所に関しては次も参照されたい。「子どもの権利を尊重し推進するために、企
業は子どもたちへの危害を防止することと、彼らの利益を積極的に保護することの両
方が求められる。子どもの権利の尊重と推進を企業の基本戦略や事業に組み込めば、
企業利益を確保しつつ、既存の持続可能性への取り組みを強化できる。こういった取
り組みは、企業のよい評価を築き、リスクマネジメントを向上させ、“事業への社会的
認証”を高めることができる。また子どもたちへのコミットメントは、志気の高い労働
者の採用や維持にもつながる。従業員の、親としてまた子どもの世話をする者として
の役割を支援し、若者の雇用や能力育成を促進することは、企業が具体的に取り得る
手段のほんの一例である。製品やサービスがいかにして子どものニーズにより応える
ことができるかを考えることは、イノベーションの源となり、新たな市場の創出につ
ながるだろう。」（２頁。）
17 公益財団法人日本ユニセフ協会HP。https://www.unicef.or.jp/csr/principle/principle03.
html
18 TOP-TOY HP。http://top-toy.com/about/#history
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19 Annual Report 2016/2017, TOP-TOY Holding, Denmark, p.24.
20 株式会社バンダイHP。http://www.bandai.co.jp/csrkids/ud/aboutud.html
21 株式会社タカラトミーHP。http://www.takaratomy.co.jp/products/kyouyu/activities/
なお、一般社団法人日本玩具協会では共遊玩具推進事業を行っている。
22 松葉前掲書　18頁。
23 同書　13頁。
24 菊池ふじの「人形に依る『おはなし』の演出に就て：講演大要」『幼兒の教育』32（8-9）
日本幼稚園協會　1932年　39－40頁。
25 たとえばマーケティングの分野も日進月歩の歩みを示しているが、企業のCSR活動や
社会貢献活動の積極的な展開はさらに重要な課題である。（宮澤永光　城田吉孝　江
尻行男編『現代マーケティング　その基礎と展開』ナカニシヤ出版　2009年　19頁。）
異分野におけるこうした課題を保育にも適用しようとする柔軟で積極的な視点が保育
者には必要である。
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